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小論文課題 課題文  
 

 

 

 

※無断転載・複製を禁ず  

 

 

 

 

 

 

 

 

  



次の文章を読んで、内容を要約した上で、あなたの考えを 600 字から 800 字で  

述べなさい。  

 ※作成にあたっては、本学所定の「小論文課題  解答用紙」を使用すること。  

 

 

能登半島地震 1 週間 被災者守る態勢を早急に 

 

石川県で最大震度7を記録した能登半島地震の発生から1週間となった。現地で懸命の

救援活動が続く中、多くの課題が浮き彫りになってきた。  

今回の地震を直接の原因とする死者数は100人を超え、東日本大震災後では最多とな

った。半島先端の奥能登を中心に避難者は約3万人に達している。  

通信・交通手段の途絶で孤立し、支援物資を届けられない集落も多く残る。  

半島中央を通る道路は使用可能になったが、他の基幹道路は多数の土砂崩落で通行で

きないままだ。復旧が急務だ。  

高齢化が進んだ地域で、持病を抱える人も多い。だが、水や医薬品が不足し、病院は

十分な医療を提供できていない。  

国や県は、他地域への患者の移送を進めている。多数の災害派遣医療チーム（DMAT）

も現地入りし、活動を開始している。さらなる医療支援が必要だ。  

避難所に身を寄せる被災者の健康状態も懸念される。暖房の燃料が不足する中、寒波

の影響で積雪も予想されている。インフルエンザなどの感染者が増えているとの報告も

ある。  

衛生環境の悪化も伝えられている。避難所では仮設トイレが不足しており、奥能登を

中心に、し尿処理施設は軒並み稼働を停止した。対応を急がねばならない。  

過去の災害では、車中泊でエコノミークラス症候群になったり、生活環境の変化で心

身の健康を崩したりして死亡するケースが相次いだ。災害による直接の死者数を上回っ

たこともある。  

心身両面について相談に乗る医療専門家による長期的な支援も不可欠になる。  

現地の自治体は職員のほとんどが被災者でもあり、被害実態の把握もままならない状

態だ。国や県が主導して行政機能の回復を図るべきだ。  

阪神大震災などの教訓を生かして、自治体間で協力する動きも始まっている。大阪府

など12自治体で作る関西広域連合は、被災自治体に職員を派遣して支援することを決め

た。こうした取り組みを加速すべきだ。  

被災者の命を守るための手段を総動員しなければならない。  

 

 

 

 

 

 

出典：毎日新聞 2024 年 1 月 8 日「社説」  
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